様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 2024年　　3月　15日　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）みついそうこほーるでぃんぐすかぶしきがいしゃ                 
一般事業主の氏名又は名称　三井倉庫ホールディングス株式会社                 
（ふりがな）     こが ひろぶみ                     
（法人の場合）代表者の氏名　古賀　博文　印      
住所　〒105-0003
東京都港区西新橋３丁目２０番１号
法人番号　　　　2010401046416　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	バリューレポート2023 統合報告書

	公表日
	2023年10月3日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	HPにて公表。
HOME > 投資家情報 > IRライブラリ > 統合報告書 > 2023年3月期
https://www.mitsui-soko.com/ir/library/integrated_report
上記ページのバリューレポート2023 統合報告書（和文）より、一括ダウンロード
https://www.mitsui-soko.com/-/media/pdf/msh/ir/library/annual_report/jp/2023VR_jp/MITSUI-SOKO_23J_all_spread.pdf

23～24ページ目、38ページ目

	記載内容抜粋
	VISION「いつもも、いざも、これからも。共創する物流ソリューションパートナー」の実現を目指し、『中期経営計画2022』の取り組みを進めています。「Be the First-Call Company～深化による攻勢～」をスローガンに、「グループ総合力結集によるトップライン成長」、「オペレーションの競争力強化」、「深化を支える経営基盤の構築」の3つを成長戦略の柱とし、積極的な投資とともに攻勢に転じます。
尚、「深化を支える経営基盤の構築」では、「DX」ビジネスモデルの変革や企業風土の改革等、4つの側面から経営基盤の強化を図ります。

また、三井倉庫グループは、お客様のサプライチェーン全体を俯瞰した最適物流を実現する統合ソリューションサービスを提供しています。統合ソリューションサービスとは、分析・設計といった「SCM戦略」とオペレーション実行・改善といった「実物流」の両輪を兼ね備えたビジネスモデルです。
　「実物流」の受託範囲を拡大することで新たに見えてくる情報を全体最適の視点で分析した上で、「SCM戦略」に還元し、お客様に物流ソリューションを提案・実行することにより「実物流」の受託範囲を更に拡大していく、という好循環を生み出しています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書は当社所定社内決裁手続きを実施の上、作成し、取締役会承認（機関承認）を経て外部公表された。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	バリューレポート2023 統合報告書


	公表日
	2023年10月3日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	HPにて公表。
HOME > 投資家情報 > IRライブラリ > 統合報告書 > 2023年3月期
https://www.mitsui-soko.com/ir/library/integrated_report
上記ページのバリューレポート2023 統合報告書（和文）より、一括ダウンロード
https://www.mitsui-soko.com/-/media/pdf/msh/ir/library/annual_report/jp/2023VR_jp/MITSUI-SOKO_23J_all_spread.pdf

33、54～56ページ目

	記載内容抜粋
	当社グループとして推進すべき戦略について、下記3つの柱を中心に据え、様々な施策を組織横断的に展開させていきます。
1． 事業の変革を実現する「攻めのDX」の推進
2． 事業の最適化を実現する「守りのDX」の推進
3． これら戦略を実現するための「DX人材の育成」

また、物流業界の変革が求められている今、当社グループにとってDXの推進は、高い競争力を生み出し、お客様そして社会に対して新しい価値を創出するための重要な経営戦略の柱です。これらの取り組みが、私たちのパーパスである「社会を止めない。進化をつなぐ。」ことに通じていくものだと考えています。　
そして、DXを推進する際に重要なのは、DXは目的ではなく「手段」と考えることです。目的はパーパスの体現、ビジョンの実現であり、そのための手段としてDXを活用することで既存のビジネスモデルの在り方を変革し、より高い価値の創造を目指していきます。

戦略上の具体的な取り組みとしては、以下の通りです。
１．「攻めのＤＸ」の推進
SCMデジタルプラットフォームであるLVL（Logistics ValueLink）にSCM全体のトランザクションデータを集積し、集積されたデータを活用することで、お客様の貿易書類の一元管理や複数拠点の在庫の可視化等、お客様のサプライチェーンの最適化に資するサービスを提供していきたいと考えています。
２．「守りのDX」の推進
ロボティクス、A I 、RPA（ R o b o t i c Process Automation）等の最新技術の活用により、経験や勘に頼らない効率的な人員配置・保管場所プランの作成といった、現場作業や事務作業の自動化、書類や貨物の動きのデジタル化などに取り組み、物流オペレーションの最適化を図るスマートロジスティクスへの対応を進めます。最新デジタル技術の導入によってオペレーション品質のさらなる向上を図り、圧倒的な現場力の構築を支えていきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書は当社所定社内決裁手続きを実施の上作成し、取締役会承認（機関承認）を経て外部公表された。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	HPにて公表。
HOME > 投資家情報 > IRライブラリ > 統合報告書 > 2023年3月期
https://www.mitsui-soko.com/ir/library/integrated_report
上記ページのバリューレポート2023 統合報告書（和文）より、一括ダウンロード
https://www.mitsui-soko.com/-/media/pdf/msh/ir/library/annual_report/jp/2023VR_jp/MITSUI-SOKO_23J_all_spread.pdf

54～55ページ目

	記載内容抜粋
	当社グループは、2021年にDX戦略を策定し、中期経営計画2022のもと、新たに2022年4月にデジタル戦略部を新設し、DXへの取り組みを推進しています。
プラットフォーム構築を自社内で完結できることは稀であり、さまざまな企業と有意義な共創コラボレーションに取り組むことで、DX戦略推進の新たな価値創造の可能性を広げています。
　　また、「攻めと守りのDX」を実現する為の「DX人材の育成」において、DXが進めば進むほど最終判断を下す人の役割は重要になることは明白で、ゆえにDX人材の確保は喫緊の課題です。引き続き、中途および新卒採用を強化し、早急に人員規模を拡大していきます。
当社が求めるDX人材とは、デジタル技術に精通していることに加え、各事業部門の業務内容を熟知し、戦略策定、課題分析・解決、スケジ取り組みをリードできる人材であり、ITと現場をつなぐプロジェクトマネジメントスキルも必要です。新たに導入したIT専門職制度も活かしつつ、ＤＸ人材の確保、育成に注力しています。また、DXの推進には、全従業員がDXの本質を理解し、デジタルリテラシーを高めていくことも大切です。そのため、全従業員のデジタルスキルの底上げを図るべく、教育研修環境の整備や業務のデジタル化、RPA市民開発等のデジタル民主化を進めています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	HPにて公表。
HOME > 投資家情報 > IRライブラリ > 統合報告書 > 2023年3月期
https://www.mitsui-soko.com/ir/library/integrated_report
上記ページのバリューレポート2023 統合報告書（和文）より、一括ダウンロード
https://www.mitsui-soko.com/-/media/pdf/msh/ir/library/annual_report/jp/2023VR_jp/MITSUI-SOKO_23J_all_spread.pdf

33、55～56ページ目

	記載内容抜粋
	「守りのDX」であるロボティクス推進等による効率化、省人化、お客様との情報連携などについては、複数のお客様と大型センター立ち上げに向けた共創案件に取り組んでいます。また、AGV、AMR、画像認識、AIなどを利活用した中小規模の導入案件にも同時に取り組んでいます。
また、1,000億円の戦略投資の中で特に注力しているのはDXで、計200億円を投じる予定です。お客様のSCM最適化を念頭に、自社の基幹システムへのクラウド活用や倉庫内へのロボティクスの導入、サプライチェーンの情報を可視化するLVL（Logistics Value Link：SCMデジタルプラットフォーム）機能の強化を進めます。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1. バリューレポート2023 統合報告書
2. 三井倉庫グループDX戦略

	公表日
	１．2023年10月3日
２．2021年11月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	HPにて公表。
１．HOME > 投資家情報 > IRライブラリ > 統合報告書 2023年3月期
https://www.mitsui-soko.com/ir/library/integrated_report
上記ページのバリューレポート2023 統合報告書（和文）より、一括ダウンロード
https://www.mitsui-soko.com/-/media/pdf/msh/ir/library/annual_report/jp/2023VR_jp/MITSUI-SOKO_23J_all_spread.pdf

30ページ目

２．HOME > ニュース一覧 > 
2021.11.1 DX戦略策定のお知らせ
https://www.mitsui-soko.com/news/2021110101
「こちらの資料」より遷移
https://www.mitsui-soko.com/-/media/pdf/msh/news/2021/2021110101.ashx

5～12、15、17ページ目

	記載内容抜粋
	1． 当社グループではマテリアリティを経営に資する重要事項として捉え、それぞれにKPIを設定し、取締役会監督のもと、サステナビリティ委員会や経営会議で議論しています。マテリアリティやKPIそのものの妥当性についてはサステナビリティ委員会で運営しています。経済KPIに関しては、営業施策やDX推進施策等に落とし込み、経営会議にて議論しています。
2． DX-KPIに関して、22・23年度は2021.11.1に公表した戦術に関するKPIを基に、進捗の評価を行っています。

【攻めのDX戦術として】
1 プラットフォーム連携数／KPI:1以上
2 顧客向けマイクロサービスシステム数／KPI:4以上
【守りのDX戦術として】
3 スマートロジスティクス対応案件数／KPI:9以上
4 ナレッジ情報共有案件数／KPI:5以上
5 DX対応システム数／KPI:15以上




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年10月3日


	発信方法
	HPにて公表。
HOME > 投資家情報 > IRライブラリ > 統合報告書 > 2023年3月期
https://www.mitsui-soko.com/ir/library/integrated_report
[bookmark: _GoBack]上記ページのバリューレポート2023 統合報告書（和文）より、一括ダウンロード
https://www.mitsui-soko.com/-/media/pdf/msh/ir/library/annual_report/jp/2023VR_jp/MITSUI-SOKO_23J_all_spread.pdf

10ページ目

	発信内容
	代表取締役社長の古賀が㏋に公開されている統合報告書で下記内容の情報発信をしています。

私たちはSCMプラットフォームを構築しお客様への新サービスにつなげる「攻めのDX」と、ロボティクスの導入や事務作業のデジタル化等、物流の最適化を図る「守りのDX」を推進しています。
DXの取り組みは、まずは実践しトライ&エラーを繰り返しながらノウハウを蓄積することが重要であり、優れたツールを導入したところで、それを使う「人の力」なくしてDXは成り立ちません。「ツールありきではなく、重要なのは人」という考えのもと、「人の力」と「テクノロジーの力」を融合させることによって競争優位性を確立するというプロセスで取り組みを進めています。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年10月頃より継続的に実施

	実施内容
	経済産業省「DX推進指標」による自己診断を実施




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2022年5月～2023年8月

	実施内容
	情報セキュリティ関連規程（情報セキュリティ基本方針、情報セキュリティ管理規程、情報セキュリティ管理細則、情報セキュリティ委員会規程）に基づき、各種取り組みを実施しています。
IT管掌役員を情報セキュリティ責任者（CISO）と定めた情報セキュリティ委員会を定期的に開催し、情報セキュリティ脅威に関する情報共有、社内の教育啓蒙の報告等を行っています。
グループ社員向けに情報セキュリティに関する教育啓蒙を継続しています。具体事例としてe-ラーニング研修（2023年2～3月。受講者3,638名、修了率90.5％）、標的型攻撃メール訓練（2023年8月。対象者3,545名、クリック率4.8％）を実施しました。
ハードウェアおよびソフトウェアの脆弱性対策の一環として、AIのディープラーニング機能を活用したウィルス対策ソフト（DeepInstinct）を導入しました。（2022年5月～2023年5月。5,170台）
社内に情報処理安全確保支援士は2名在籍しており、適宜更新しています。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

